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第１．データヘルス計画について 

 

１． データヘルス計画の背景 

我が国は昭和６１年に男女ともに平均寿命世界一を達成し、令和３年に高齢

化率 29.1%の超高齢化社会を迎えました。政府の目標は、長寿を目指すこと

から健康長寿を延ばすことに変わり、予防・健康づくりを重視しています。その

中でも、労働者の平均年齢はこの４０年間で７歳上昇し、職場の健康リスクは２

倍となっており、働き盛り世代の健康を担う健康保険組合の役割は重要度を

増してきています。 

「経済財政運営と改革の基本方針（骨太の方針）」では、２０１６年には、データ

ヘルス計画は働き盛り世代の健康増進と労働生産性の向上にも寄与する仕組

みとして位置づけられ、さらに２０２２年には、事業所は従業員を資源ではなく

資本として捉え、人への投資を重視する人的資本経営を推進しています。健康

経営を進める企業ではデータヘルス計画から従業員の健康状態や健康投資の

状況を把握し、活用をしていくことになります。健康保険組合によるデータヘル

ス計画は、働き世代がやりがいをもって仕事をし、生き生きと人生を送ること

ができる長寿国・日本を築く大切な基盤として位置づけられています。 

 

２． データヘルス計画とは 

平成２５年に閣議決定された「日本再興戦略」において、「全ての健康保険組

合に対し、レセプト等のデータの分析、それに基づく加入者の健康の保持増進

のための事業計画として、データヘルス計画の作成・公表、事業実施、評価等の

取組を求めるとともに、市町村国保が同様の取組を行うことを推進する。」と

されました。 

平成２６年３月には、国民健康保険法に基づく保健事業の実施等に関する指

針の一部を改正し、健康・医療情報を活用して PDCA(P：Plan・計画、D：Do・

実施、C：Check・評価、A：Act 改善)サイクルに沿った効果的かつ効率的な保

健事業の実施計画(データヘルス計画)を策定した上で、保健事業の実施・評

価・改善等を行うものとされました。 

平成２７年度からは第一期データヘルス計画、平成３０年度からは第二期デ

ータヘルス計画、そして令和６年度からは第三期データヘルス計画が開始され

ることとなりました。 

また、平成２０年度に高齢者の医療の確保に関する法律により、全ての公的

医療保険者に実施義務のある特定健康診査・特定保健指導(４０歳から７４歳の

被保険者を対象に、脳血管疾患・心疾患・腎不全等の生活習慣病の原因となり

うるメタボリックシンドロームに着目し、その減少を目的とする健診及び保健指
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導)についての特定健康診査等実施計画は、データヘルス計画に含めることと

なり、第四期特定健康診査・特定保健指導等実施計画は第三期データヘルス計

画に含まれています。 

東京食品販売国民健康保険組合（以下「東食国保組合」という。）における被

保険者の健康の保持・増進は、お店や職場で元気に働き、家庭で健やかに生活

を送ることが基本になります。東食国保組合では、被保険者の健康が維持され、

病気による廃業・退職をなくすことを最終目標とし、健康寿命の延伸・医療費の

適正化を目指して、引き続き保健事業活動に取り組んでまいります。  

 

３． 計画期間について 

平成２７年度から平成２９年度までが第一期、平成３０年度から令和５年度ま

でが第二期、令和６年度から令和１１年度までを第三期としています。 

東食国保組合では、平成２８年１０月に第一期データヘルス計画を策定し、被

保険者の健康課題を明確にし、 特定健康診査、特定保健指導、特定健康診査

未受診者対策、糖尿病性腎症重症化予防、ジェネリック医薬品利用差額通知の 

５事業を、優先して取り組むべき保健事業として展開して来ました。 その後、

「第三期特定健康診査等実施計画」・「第三期東京都医療費適正化計画」との整

合性を図りつつ、平成３０年度からの６年間を第二期データヘルス計画とし、令

和 3 年度には中間評価をおこない、保険者インセンティブの共通指標である特

定健診受診率・特定保健指導実施率、がん検診受診率・歯周疾患検診実施状

況 、重症化予防への取組、被保険者への分かりやすい情報提供、重複服薬に

対する取組、後発医薬品の使用促進・使用割合の６事業についてさらに効果的

に実施していくこととしました。 

令和６年度から令和１１年度までの第三期データヘルス計画においては、保

健事業の意義である、被保険者の健康の保持増進・疾病管理、医療費の適正化、

インセンティブ制度の３点について、さらに深め、効果的・効率的な保健事業の

実施に取り組みます。 
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４． データヘルス計画の推進体制 

厚生労働省は、「データヘルス計画の在り方検討会」、「保険者による健診・保

健指導等に関する検討会」、「第四期特定健診・特定保健指導の見直しに関する

検討会」などを設置し、令和５年５月１８日には「国民健康保険保健事業の実施

計画(データヘルス計画)策定の手引き」を公表しました。 

これらの手引き等を参考にし、国民健康保険中央会と都道府県国民健康保

険団体連合会は保険者等のデータヘルスを推進するための取組として、それぞ

れ「国保・後期高齢者ヘルスサポート事業運営委員会」及び「保健事業支援・評

価委員会」を設置しています。 

東食国保組合でも、東京都国民健康保険団体連合会の支援事業支援・評価

委員会より、個々の保健事業ならびにデータヘルス計画について助言を受けて

います。また、各地区の被保険者代表並びに外部有識者(東京都保健医療局技

監・特別区保健所長会会長)による保健事業委員会を年２回開催し、データヘル

ス計画及び保健事業について承認を得、より良い事業が行える仕組みづくりを

しています。 

また、母体団体である一般社団法人東京都食品衛生協会、総合事務所(銀

座・恵比寿・新宿・池袋・立川)とも連携し、保健事業の推進を行なっています。 

 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

保健事業には、被保険者の健康

の保持増進、医療費の適正化、

インセンティブ（補助金）の３つ

の意義・目的があります。個々の

事業がどの目的を達成できるか

を考えること、３つの交わりをで

きるだけ大きくできるよう工夫

することが大切です。 

データヘルス計画は、国・東京都・国保中央会・

連合会等の支援のもと、組織的に推進されて

いるものです。 
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第２．東食国保の現状について 

 

１． 被保険者の状況について 

 

（1）設立当時から現在までの平均被保険者数の推移 

平均被保険者数は、昭和２９年８月設立当時で６４,０６３人、平成元年度が最

も多く２５１,３６９人でした。その後、法人事業所の新規加入取り扱い不可や、

後期高齢者医療制度がスタートしたことにより減少し続け、令和元年度より新

型コロナ感染症の影響で廃業した飲食店もあり、令和５年度は６２,５４７人と、

７０年前の設立当時と同等の人数となっています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



 

5 

 

（2）被保険者の状況(令和５年度末) 

   令和５年度末の被保険者数は、６１,３９４人（男性３４,９０６人・女性２６,４８８

人）でした。男女ともに５０から５４歳の割合が高く、次いで４５から４９歳が高

い働き盛りの年齢層が多い結果となっています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

    

 

 

※組合特定被保険者：法人のうち平成９年９月１日以降に法人事業所へ勤務し健保適用除外承

認を受けて、当組合へ新たに加入した被保険者（前年度 33,５６８人） 

 

※令和５年度中の加入被保険者数 8,４９３人、同資格喪失者数 13,５８２人、5,０８９人の減少 
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２． 医療費の基礎統計 

 

（1）総額医療費の状況 

令和５年度の年間総額医療費は１４,０１６百万円で、５年間で被保険者数の

年平均 2.5%減少に伴い、医療費も平均 1.3％減少しています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（2）一人当たり医療費の状況 

被保険者一人当たり医療費は２３５,０５７円で、新型コロナウイルス、インフ

ルエンザなどの感染症の流行もあり、前年度対比 4,３４１円の増加となり、伸

び率は 1.８８％となりました。 
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（3）疾病別医療費の状況 

疾病別医療費は、循環器系が最も多く、全体の約１３%を占めていました。 

性別・年代別では、男性では０歳から１０歳代：呼吸器疾患・２０から４０歳代：

歯科・５０歳以上：循環器系、女性では、０歳から１０歳代：呼吸器系・２０から３０

歳代：歯科・４０から６０歳代：新生物、７０歳以上：循環器系の疾患が一位とな

っています。 
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（4）生活習慣病医療費の状況 

生活習慣病医療費については、レセプト発生率は高血圧症、一人当たり医療 

費は糖尿病がトップです。 

 

 

 

 

 

 

 

 

生活習慣病関連医療費（高血圧症・糖尿病・脂質異常症・腎不全・脳血管疾患）

の推移については、総医療に占める割合、一人当たり医療費が令和３年度より

毎年減少しています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（5）透析医療費の状況 

令和５年度末、透析治療患者数８４人（男性６２人・女性２２人）で、平均年齢

６０.０歳、年間総額医療費は 469,087,４８０円、一人当たり医療費について

は、5,584,３７５円でした。 

また、長期高額疾病の発生状況は、都内国保組合平均 0.１１９%に対して、

当組合 0.1４５%と、高い状況が続いています。 
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      ＊長期高額疾病とは 

人工透析等、長期にわたる高額医療費の負担を軽減する目的で、

事前に「特定疾病療養受療証」の交付をうけることで、医療機関の

窓口負担を自己負担限度額に留める助成制度。 

負担額は、月額 10,000円または 20,000円となる。 

 

 

3. 健診受診者の健康状態 

令和５年度の特定健診受診者における、リスク保有者は、肥満、喫煙、血圧の

順に高い結果でした。このうち、早期受診が必要なものの割合については、高

血圧４.3％、高血糖１４.4％、高脂質２３.7％と、脂質異常症における割合が高

い状況でした。 

 

 

 

 

 

 

 

 

問診結果からは、喫煙・飲酒などの悪い生活は東京都と比較して高く、運動・

睡眠などの良い生活習慣の割合は低い結果となっています。 
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4. 死亡統計 

葬祭費支給申請書による、過去５年間の死因の上位３疾患は、悪性新生物・

心疾患・脳血管疾患が占めています。悪性新生物については、肺がん・大腸が

ん・乳がんが多い特徴があります。 
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５． 保険者努力支援制度(保険者インセンティブ制度) 

予防・健康づくりの取組に関して、全ての国民健康保険組合共通のインセン

ティブ指標について、取組状況に応じた点数と、その点数に対して被保険者数

に応じた補助金が特別調整補助金として国より交付されています。これらの指

標内容が重要な取り組むべき保健事業となっています。 

当組合は、特定健診受診率及び特定保健指導実施率についての加点が最も

低く、課題となっています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



 

13 

 

６． 課題の整理①・データ分析より 

 

（１） 加入者割合の高い５０歳における医療費は男性では循環器系、女性では 

新生物にかかる医療費が高い 

（２） 高血圧症、透析患者の医療費の割合が高い 

（３） 健診受診者の高血圧の割合が高い 

(4) 喫煙・飲酒・睡眠などの生活習慣の改善が必要な者の割合が高い 

（５） 悪性新生物による死亡がトップで、中でも、肺がん・大腸がんによる死亡 

率が高い 

 

第３．個別保健事業 

 

１． 特定健康診査 

 

(１)背景 

平成２０年度より、高齢者の医療の確保に関する法律において、脳血管疾

患・心疾患・腎不全等の生活習慣病の原因となるメタボリックシンドローム(内

臓脂肪症候群)に着目した健診を、４０歳から７４歳の被保険者を対象に実施す

ることが全医療保険者に義務づけられた。 

 

(２)目的 

メタボリックシンドローム及びそれに関連する生活習慣病の減少のために、

健康状態を自覚し生活習慣改善につなげること。 

 

(３)健診項目 

  ①基本項目：既往歴・自覚症状(理学的所見)・身長・体重・腹囲・BMI・血圧 

肝機能(AST・ALT・γ-GT)・脂質(空腹時または随時中性脂肪・

HDL ｺﾚｽﾃﾛｰﾙ・LDL ｺﾚｽﾃﾛｰﾙまたは Non-HDL ｺﾚｽﾃﾛｰﾙ)・ 

血糖(空腹時または随時血糖もしくは HbA1c)・尿糖・尿蛋白 

随時とは・・食後 3.５時間以上 

  ②詳細項目：心電図・眼底・貧血・クレアチニン 

  ③問診票： 

     ２２項目の質問項目のうち、喫煙・飲酒・保健指導についての内容が変更と 

    なった。 
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                                          ＊ 赤字は変更箇所 
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(４)実施スケジュール 

当該年度の４月から５月にかけて地区医師会との契約(集合 B)の済んだ地

区より順次、受診券を個別に発送。その際には、オリジナルのパンフレット及び、

会場型健診、健康増進センター健診の申込書を同封する。受診期限は、年度

末・３月３１日だが、集合 B契約においては、地区により受診期限が異なる。 

 

(５)広報活動 

対象者への個別通知の他、ホームページ及び事業主あての機関紙・東京の

食品界や、公式 LINEアカウント・東食国保de健康エールでの紹介、地区委員

会または戸別訪問時に周知している。 

前年度受診者には、７月ころ健診結果の検査値で年齢別の順位を示した、個

別性の高い情報提供をおこない、受診意欲の向上につなげている。 

 

(６)再通知等 

１０月ころに、未受診者に対して再通知を個別に発送。 

受診後指導；早期に受診が必要な重症域者への受診勧奨指導 

 

(７)具体的内容 

 

①集合 B契約  

被保険者の居住する東京都・埼玉県・千葉県・山梨県・茨城県・静岡県・栃木

県・群馬県・神奈川県の医師会と契約し、かかりつけ医もしくは近隣の医療機関

で受診できるよう環境調整する。居住地以外でも受診できる地区有。 

②会場型健診 

４国保組合共同(東京料理飲食・東京美容・東京浴場)にて、平成２２年度より

実施。日にちを設定した集団型の特定健診を都内７会場、土日を含め９回実施。

インセンティブとして詳細検査項目である貧血検査・クレアチニン・心電図検査

の他、尿酸や総コレステロールなどの血液検査や一部の会場では、胸部レントゲ

ン検査などを実施。骨の健康度測定による健康相談コーナーも設置。 

③健康増進センター健診 

平成２７年度より、日にちと場所を設定した当組合単独の会場型健診。貧血検

査クレアチニン・心電図検査の他、尿酸や総コレステロールなどの血液検査を無

料オプションとして実施。希望者には有料オプションとして腫瘍マーカー検査を、

令和５年度からはインフルエンザ予防接種を実施。12月・1月で計６回。 
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④レディース健診 

   ４０から５９歳の女性に特化した、健保組合などに対して実施している全国巡

回健診を令和４年度より新規に契約。自宅近くの会場が選べる他、有料オプショ

ンとしてがん検診が同時に受診できる。 

⑤定期健康診断 

   契約医療機関における労働安全衛生法に基づく検査項目を含んだ健診。 

受診者には 8,000円の費用補助。 

⑥人間ドック 

   契約医療機関で受診した場合、25,000円の費用補助。 

⑦補助金申請 

   住居近くに契約医療機関がない場合、受診後に申請をすることで定期健康 

診断または人間ドックと同様の補助をおこなう。 

⑧事業主健診の結果提供 

契約医療機関以外で事業所独自で健診をおこなっている場合、結果の提供を

依頼し受領している。 

 

（８）実績 
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(９)  評価指標 

 

 

   

         

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

(１０)  計画 

   受診率の目標値を以下のように定めて、受診率向上に向けた取組を引き続き

実施する。 
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２． 特定保健指導 

 

（1）背景 

心疾患や脳血管疾患、またそれらの基礎疾患である高血圧症、糖尿病、脂質

異常症などの生活習慣病は死因の約３割、一般診療の約２割を占めており、高

齢社会である我が国の医療費の構造の健全化、国民皆保険制度を持続可能な

ものにするためには、生活習慣病対策が必須となった。平成１８年の医療制度

改革により、生活習慣病の前段階であるメタボリックシンドロームに着目し、生

活習慣病の発症及び重症化予防となる特定健康診査・特定保健指導が医療保

険者に義務化された。 

 

（2）目的 

健診結果に基づいた個々の生活習慣の見直しを支援することによって、メタ

ボリックシンドロームを改善すること。 

 

（3）広報活動 

対象者への個別通知の他、ホームページ及び事業主あての機関紙・東京の

食品界や、公式 LINEアカウント・東食国保de健康エールでの紹介、地区委員

会または戸別訪問時に周知している。 

 

（4）具体的内容 

特定健康診査・人間ドック・定期健康診断等を受診した４０～７４歳の被保険

者に対して、国の基準に基づき階層化し、特定保健指導の利用案内を個別に

実施。 

令和４年度より、専門機関であるスギ薬局・薬樹の薬局グループと ALSOK

あんしんサポートケアに委託し、個別通知後には電話勧奨及び再通知をおこな

い、利用者の確保に努めている。 

希望する薬局や事業所、または ICTで担当の管理栄養士が初回面談をおこ

ない、その後はメール・LINE・電話・手紙などによる支援を３か月間おこなう。 

健康増進センター健診では、初回面談の分割実施を行うとともに、令和５年

度からは、利用案内の出来ていなかった３月健診受診者に対して、測定会で特

定保健指導をおこなう事業を新規にたちあげた。 

協力事業所への事業の周知とともに、健康企業宣言事業に参加する事業所

においては、対象者の情報共有と利用勧奨を積極的におこなってもらってい

る。 

令和６年度からは、人間ドックや定期健康診断を契約している医療機関と特
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定保健指導の契約をかわすとともに、巡回レディース健診においても、初回面

談をおこなう予定。 

 

（5）実績 

 

 

 

 

 

 

 

（6）評価指標 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（7）計画 

実施率を以下のように定めて、さらなる利用勧奨をおこなう 
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３． 糖尿病性腎症重症化予防 

  

(１)背景 

糖尿病は眼や腎臓、心臓や脳血管などの合併症のほか、がんや歯周病など

さまざまな病気にもかかわるが、特に糖尿病性腎症は医療費のかかる人工透

析の原因となるため、重症化予防が大きな課題となっている。そこで、糖尿病

を重要疾患のひとつとして位置づけ、健康増進法に基づいた国民が主体的に

取り組める健康づくり対策である健康日本２１の中で、具体的な数値目標を定

めている。２０２４年からの健康日本２１（第三次）では、令和１４年度までに、

糖尿病性腎症の年間新規透析導入患者数 12,000 人 、治療継続者の割合

75％、HbA1c8.0％以上の者の割合 1.0％を目標として掲げた。 

また、日本健康会議におけるワーキンググループにて糖尿病性腎症重症化

予防プログラムが平成２８年４月に策定され、また、国保制度においては新た

なインセンティブ制度となる保険者努力支援制度を創設し、平成２８年度から

前倒しで実施、平成３０年度からは本格的に実施され、保険者による重症化予

防への取組を促進している。 
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当組合における令和５年度の長期高額疾病発生率は０.153%と、都内国保組合

平均と比較して高い状況にあることから透析移行防止は課題となっており、平成２

８年度より当事業をおこなっている。 

 

(２)目的 

糖尿病を治療中の被保険者を対象に、重症化するリスクの高い方に対して

生活習慣の見直しを支援して、血圧や血糖のコントロールにより腎機能を維持

し、人工透析への移行を防止すること。 

 

(３)広報活動 

対象者への個別通知、電話による参加勧奨の他、ホームページ及び事業主

あての機関紙・東京の食品界や、公式 LINEアカウント・東食国保 de健康エー

ルでの紹介にて周知している。 

 

(４)具体的内容 

レセプトデータ及び健診データより、健診を受診した HbA1c６．５%以上の

Ⅱ型糖尿病治療中の被保険者を抽出し、個別通知をおこなう。 

主治医の了解のもと、本プログラム参加を希望された方に対して、３～６ヶ

月間にわたって専門の看護師から、面談及び電話等による具体的な食事・運

動・服薬等の生活習慣の見直しについて支援する。 

 

(５)実績 

 

 

 

 

 

 

 

令和元年度から令和５年度までの５年間の平均対象者数は４１４人、平均参

加者数は１８．８人、平均参加率は 4.73%でした。 
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(６)評価指標 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（７）計画 

利用者数２０名以上を目標として利用勧奨をおこない、参加者の脱落防止、

指導終了後の効果検証（健診結果・医療費の状況など）をおこなう。 
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４． 重複服薬通知 

 

（1）背景 

令和４年度における国民概算医療費は４６兆円、対前年度比４.0%増加して

いる。全体の約２０％強が薬剤費であり、調剤医療費の伸び率は１.7%増加し

ている。 

超高齢化社会を迎え、国民皆保険制度を持続的に運営していくために、国や

都道府県、保険者および医療従事者が協力し、地域住民の健康維持と医療費

提供体制の構築に向けた指針や目標を設定した、医療費適正化計画が２００８

年(平成２０年)に策定された。２０１８年から６年間実施された第三期医療費適

正化計画では、重複投薬の是正や医薬品の適正使用の推進等について都道府

県における目標を設定し、都道府県が適切な投薬に関する普及啓発や保険者

等による医療機関及び薬局と連携した訪問指導の実施を支援する等の取組を

進めてきた。２０２４年からの第四期医療費適正化計画においても、医療の効

率的な提供の推進に関す目標として、加入者の適正受診・適正服薬を促す取組

の実施状況や重複服薬者に対する取組があげられ、医薬品の適正使用の推進

が重要とされている。 

また、平成２８年度より実施された保険者努力支援制度においても、医薬品

の適正使用が重点課題・評価項目とされ、 保険者による重複服薬者に対する

情報提供や指導等の取組が推進されている。 

 

（2）目的 

重複服薬者に対して、適切な受診行動に導く通知および指導をおこない、健

康の保持増進、並びに、医療費の適正化をおこなうこと。 

 

（3）具体的内容 

ひと月に同じ効能の医薬品が複数の医療機関で処方され、処方日数が９０

日以上の重複服薬者 に対して、処方された年月及び医療機関名・医薬品名等

を通知し、かかりつけ医やかかりつけ薬局への相談をすすめる通知を個別に

発送する。令和元年度より実施。 
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（4）実績 

 

 

 

 

 

 

 

 

（5）評価指標 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（6）計画 
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５． ジェネリック医薬品差額通知 

 

（1）背景 

後発医薬品（ジェネリック医薬品）は、先発医薬品と治療学的に同等であるも

のとして製造販売が承認され、一般的に研究開発に要する費用が低く抑えら

れることから、先発医薬品に比べて薬価が安くなっている。高齢化が進む日本

では、１人当たりの薬剤費は増える傾向にあることから、患者負担の軽減や医

療保険財政の改善のため、ジェネリック医薬品の使用促進をおこなっている。 

厚生労働省では、平成１９年、「経済財政改革の基本方針 2007」にて、後発

医薬品の数量シェア目標を設定し、平成２４年度までに３０％以上とした。平成

２５年には、「後発医薬品のさらなる使用促進のためのロードマップ」を策定し、 

数量シェア目標を平成３０年３月末までに６０％以上、平成２７年、「経済財政運

営と改革の基本方針 2015」で新たな数量シェアの目標設定をし、平成２９年

中に７０%以上とするとともに、平成３２年度末までのなるべく早い時期に、

80%以上とした。さらに平成２９年、「経済財政運営と改革の基本方針２０１７」

において、80%目標の達成時期を平成３２年９月までとした。 令和３年６月の

閣議決定、「経済財政運営と改革の基本方針２０２１」では、後発医薬品の品質

及び安定供給の信頼性確保を図りつつ、令和５年度末までに全ての都道府県

で目標 80％以上とされた。 

令和４年度には数量シェアが８０.7%になったが、厚労省によると、後発薬へ

の置き換えによる医療費の圧縮効果は年１兆７，０００億円にのぼり、後発薬の

薬価を半分以下と仮定すると、全て置き換わればさらに１兆円程度圧縮する余

地がある。令和５年９月診療分では、全国の使用割合は数量ベースで８１.9%

に達した。一方、金額ベースでは５６.7%にとどまっていた。 

 

（2）目的 

後発医薬品使用割合 80%を目標とし、先発薬からの切り替えを推進し、自

己負担の軽減及び医療費の適正化を図る。 

 

（3）具体的内容 

平成２５年度より実施している委託事業。 

令和３年度からは、委託事業の他、切り替えによるコストインパクトの高い薬

剤を使用している被保険者には、再度、具体的な使用料や切り替えによる薬剤

費についてわかりやすく示した通知をおこなっている。 
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(４)実績 

   

 

 

 

 

 

 

（5）  評価指標 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（6）計画 
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６．大腸がん検診 

 

(１)背景 

がんの予防と早期発見を目的に平成１８年、がん対策基本法が策定された。

平成２８年から実施された保険者努力支援制度では、がん検診受診率が共通

指標として盛り込まれている。平成３０年からの第三期がん対策基本計画では、

がん検診受診率５０％を目標として掲げられた。 

大腸がんは、人口１０万人対罹患率は１２３．３例、死亡率は４２.０人と、がん

の中で１位であるが、早期発見・早期治療による５年生存率は９３．６％と高く、

科学的根拠のある便潜血反応検査が推奨されている。 

当組合では、平成６年度より郵送式による大腸がん検診を、健康教室参加者

に対して、平成１０年度からは３０歳以上の被保険者を対象に個別申込や事業

所訪問時の受診勧奨をおこない、平成２４年度からは４０歳・５０歳節目検診、

会場型健診申し込み者への検診等をおこなっている。 （年度内１回組合費用負

担、但し郵送方式のため夏場は未実施。）平成２９年度からは２日法の郵送式大

腸がん検診を実施し、陽性者に対しては、受診勧奨指導をおこなっている。 

また、令和５年度における６大がん（肺・大腸・胃・乳・子宮・肝）のうち、大腸が

んのレセプト発生者数は乳がんに次いで２位、一人当たり医療費は４位で

1,640,325円だった。 

 

(２)目的 

早期発見・早期治療による医療費の適正化、早期の職場および日常生活へ

の復帰。 

 

(３)具体的内容 

機関紙や LINE 通知での案内の他、事業所宛て定期健診受診券送付時や会

場型健診申込者及び４０歳・５０歳の節目検診として対象者に検査キットを個

別送付。便潜血反応検査・２日法を郵送式で実施している。 

 

（4）実績 
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（５）評価指標 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（６）計画  
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７. 歯科健診 

 

（１）背景 

国民の８割が罹っている歯周病は、菌が血管内に侵入することで、脳卒中・

心筋梗塞・認知症・骨粗鬆症・高血圧症などを悪化させる可能性があるため、

歯の健康を守ることは全身の健康を守ることにつながる。また、歯が少ないと

咀嚼が困難になり食べられるものが限られてしまい、バランスよく栄養をとる

ことができなくなるため、健康寿命を延ばすには歯の健康がとても重要である。 

２０００年 (平成１２年)、厚生労働省は国民の健康増進を図ることを目的に

健康日本２１を施行し、生活習慣の改善をする取り組みの一つに歯・口腔の健

康が設定されている。平成２８年度から前倒しで実施された保険者努力支援制

度においては、保険者共通の指標として歯周疾患検診が盛り込まれた。平成３

０年度からは特定健康診査における標準的な質問項目に歯科関連項目が２項

目追加され、全身の健康状態を把握し生活習慣病等の重症化の予防につなげ

ることに力を入れている。 

５年ごとにおこなわれている歯科疾患実態調査によると、令和４年、

8020(80 歳で２０本歯が残っている)達成者は２人に１人、過去１年間に歯科

健診を受診した人は約６割という結果だった。2022 年度の「骨太の方針」で

は、疾病予防、医療費削減を目的に、年代関係なく国民全員が定期的に歯科健

診を受けることを目標とする「国民皆歯科健診」制度の検討が発表された。 

当組合の令和５年度における歯科疾患医療費は、総医療費に占める割合は

11.0%、レセプト発生者数３２,960 人、レセプト発生率 43.9％で前年度比マ

イナス 1.2％、一人当たり医療費は４６,844 円・前年度比マイナス１３２円だっ

た。当組合では、令和元年度から歯科健診を実施している。 

 

(２)目的 

被保険者の歯科疾患の予防及び早期発見と早期治療による全身の健康の

保持増進、医療費の適正化。 

 

（3）具体的内容 

希望被保険者及び希望事業所組合員に対して、歯科医師による歯科健診と

歯科衛生士によるブラッシング指導を実施する。レセプトデータを分析し、生

活習慣病の治療歴があり、１年間歯科未受診の３０歳以上の被保険者等、対象

者を選定し個別通知をおこない受診者を募る。 
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（4）実績 

 

 

 

 

 

 

（５）評価指標 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

(６)計画 

集団歯科健診だけでなく、事業所歯科健診を増やしていけるようにする。 
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8．健康教室 

 

(１)背景 

国民健康保険法第８２条において、「市町村及び組合は、特定健康診査等を

行うものとするほか、健康教育、健康相談、健康診査、健康管理及び疾病の予

防に係る被保険者の自助努力についての支援その他の被保険者の健康の保持

増進のための必要な事業（保健事業）を行うように努めなければならない。」と

されている。 また、平成１５年５月に施行された健康増進法においても、「健康

増進事業実施者（健保組合及び国保組合等）は、健康教育、健康相談その他国

民の健康の増進のために必要な事業を積極的に推進するよう努めなければな

らない。」とされている。 平成１６年７月には、国民健康保険法に基づく保健事

業の実施等に関する指針が告示され、健康教育（対象者の生活状況等に即した

生活習慣病の予防等に関する指導及び教育を実施すること）は、市町村又は組

合の特性や課題に応じてテーマや対象、実施方法等を選定し、計画的かつ効果

的な実施に努めることとされた。 

一方で、事業場における労働者の健康の保持増進については、昭６３年に、

労働安全衛生法（昭和４７年法律第５７号）第７０条の２第１項の規定に基づき、

事業場における労働者の健康保持増進のための指針（以下「ＴＨＰ指針」とい

う。）を策定し、ＴＨＰ指針に沿った取組の普及が定められた。 令和２年３月、事

業場における健康保持増進対策をより推進する観点からＴＨＰ指針を改正。令

和３年２月、 医療保険者と連携が求められ、健康保持増進対策がより推進さ

れるよう更に改正された。改正後のＴＨＰ指針では、個々の労働者に限らず一

定の集団に対して活動を推進できるように、ポピュレーションアプローチの視

点の強化が必要となった。 具体的には、定期健康診断の結果などを医療保険

者に提供する必要があること、そのデータを医療保険者と連携して事業場内外

の複数の集団間のデータと比較した取組の決定などに活用することが望まし

いことが明確化され、事業所には健康保持増進計画の作成が求められている。

「健康経営」と「データヘルス」を効果的・効率的に進めるために、事業者と医療

保険者が積極的に連携し、明確な役割分担のもと、予防・健康づくりを実践し

やすい職場環境の整備や、加入者の予防・健康づくりを実施する「コラボヘルス」

が重要視されている。  

当組合では、昭和５７年度より実施している。 

 

(２)目的 

生活習慣病の予防、及び、その他健康に関する事項について、正しい知識の

普及を図ることにより、「自らの健康は自らが守る」という認識と自覚を高め、
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健康の保持増進に寄与すること。 

 

 

（３）具体的内容 

都内２９地区にある地区委員会にて、健康教室の開催（日時・場所・テーマ・

講師等）について協議し、総合事務所より開催通知を発送する。 

年度初めに、当組合の健康課題や季節による関心の高い内容を統一テーマ

として挙げ、それに見合った小冊子も選定したうえで地区ごとに再度協議し決

定する。 

開催場所や講師依頼等についても地区委員がおこない、必要に応じて、講

師の必要とする教材を用意することする。 

実施方法については、講話型・実技型・講話と実技を合わせたもの、どの方

法でも良いこととし、各地区にて年 1回実施する。 

実施後は参加者にアンケート調査をおこない、満足度や希望する内容等に

ついて確認し、次年度の事業運営に活かす。 

 

（４）実績 

 

 

 

 

 

 

 

 

（５）評価指標 
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(６)計画 

地域食品衛生協会と連携し、健康課題を明確にして、自分事化できる内容に

する。 

「健康企業宣言」をおこなった事業所への健康情報の提供や講話などのポピ

ュレーションアプローチを広めていく。(1総合事務所 1事業所実施) 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

９．医療費通知 

 

(１)背景 

医療機関でかかった医療費の額をお知らせすることにより、健康に対する

認識を深め医療保険の健全な運営を図ることを目的に、医療費通知を送付

するよう昭和５５年厚生労働省より実施が通知された。昭和５７年に施行され

た老人保健法においても、保険者別医療費通知の実施が規則第３０条に規定

されている。昭和６０年４月には、国民健康保険における医療費通知の適切な

実施についての通知があり、実施の強化について明文化された。 適切な医療

の確保と医療費の適正化を推進するために、平成２０年に老人保健法が高齢

者の医療の確保に関する法律に改められ、厚生労働大臣は「全国医療費適正

化計画」を定め、令和６年から６年間の第四期医療費適正化計画では、保険者

等による医薬品の適正使用に係わる施策を推進している。 

平成２８年度に前倒しで実施された保険者努力支援制度において、国保固有

の指標の１つに、給付の適正化に関する取り組み状況として「医療費通知の取
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組の実施状況」があり、 保険者による主体的な取組が求められている。 

（２）目的 

医療機関にかかった被保険者に対して医療費通知をおこない、医療保険制

度への理解と、日常生活における健康管理の趣旨普及を図ること。 

 

（３）具体的内容 

年２回（１１月～６月診療分、７月～１０月診療分）、個別に郵送する。 

 

 

（４）実績 

 

 

 

 

 

 

（５）評価指標 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（６）計画 
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１０．インフルエンザ予防接種 

 

(１)背景 

昭和２３年６月に公布された予防接種法において、インフルエンザは、個人の

発病又はその重症化を防止し、併せてこれによりそのまん延の予防に資するた

め特に予防接種を行う必要があると認められる疾病として政令で定める疾病

とされていた。 昭和５２年より、免疫力の弱い小・中学生に対する学校内での

ワクチンの集団接種を実施。昭和６２年には保護者の同意を得た希望者にのみ

実施するよう法律が改正され、さらに平成６年には、予防接種法の対象疾病か

らインフルエンザが削除され、希望者は個別に医療機関へ出向いて接種を受け

る任意接種へと切り替わった。平成１３年にインフルエンザによる高齢者の死

亡や重篤事例が社会問題化し、予防接種法の改正により高齢者に限り定期接

種が実施されることとなり、個人の判断により接種する努力義務のない予防

接種として位置づけられた。生後６カ月以上は任意接種、６５歳以上または６０

から６４歳の基礎疾患のある者は定期接種とし、定期接種は公費負担（一部で

自己負担あり）、任意接種は自己負担とし、接種の推奨がはかられている。 

保険者による健康づくり、疾病予防事業の一つとしておこなわれている予防

接種費用補助については、保険者努力支援制度の固有目標となっている。 

 

(２)目的 

インフルエンザ予防接種費用の一部を助成することにより、インフルエンザ

への罹患防止と重症化を予防し、医療費の適正化に資すること。 

 

(３)具体的内容 

インフルエンザの予防接種をした被保険者に対して、年度内１回一人２,０００

円を限度に補助。 

令和５年度より、希望者には健診同日に予防接種ができる会場を設営。 

 

（４）  実績 
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（５）評価指標 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（６）計画 

広報活動、会場型健診や事業所健診でのインフルエンザ予防接種が出来る

会場を増やす。 
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第 4.計画策定と評価の基本 

 

１．前期計画の評価と見直し 

被保険者の予防・健康づくり（生涯現役）と医療費の適正化を目的に、以下の

ように保健事業を設定しました。年々、被保険者は減少傾向にあるため、引き続

き、健康問題による資格喪失者がでないよう、健診受診・健康づくり・早期受診

への働きかけが重要で、健康体で働き続けられる人の確保をしていく必要があ

ります。 
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２．課題の整理②・前期計画の評価より 

 

 （１） 特定健診受診率及び特定保健指導実施率の低下 

 （２） 糖尿病性腎症重症化予防事業の参加者の低下 

 （３） 健康教室参加者の健康度の把握が不十分 

 （４） 歯科医療費が下がらない、医療費に影響するほどの歯科健診受診者の確保

ができていない 

（５） 重複服薬改善者及びジェネリック医薬品使用者割合が上らない 

 

３． 優先して取り組むべき保健事業 

 

 (1) 特定健康診査受診率 

 (2) 特定保健指導実施率 

 (3) 重症化予防 

 (4) 歯科健診 

 (5) ジェネリック医薬品差額通知 

 

 

第５．計画の評価等について 

 

１．評価の実施スケジュール 

第三期データヘルス計画の期間は、令和６年度から令和１１年度までの６年間

です。令和６年度から令和８年度までを前期、令和９年度から令和１１年度まで

を後期とし、前期終了時に事業ごとの中間評価を実施します。 

また、年２回実施している保健事業委員会では、データヘルス計画に沿った保

健事業の実施報告及び次年度計画等を審議し、より良い保健事業の提供をおこ

ないます。 

  

２．評価方法 

中長期目標及び短期目標を以下のように設定し、課題を達成するための目標

値を目指して、個々の保健事業に取り組んでいきます。また、毎年事業終了時に

評価・改善し、次年度に活かしていきます。 
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３．計画の公表と周知 

データヘルス計画は、ホームページや機関紙等で公表し、周知を図っていき

ます。また、被保険者と直接接する機会のある、事務所窓口・戸別訪問・健康教

室及び会場型健診等において、対象者のニーズにあった保健事業の提供ととも

に、データヘルス計画についても説明してまいります。 
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４．個人情報保護について 

健康保険組合は、加入者のプライバシー保護の観点から、安心して保健事業

等が実施・運営されるよう努めなければなりません。データヘルス計画の策定・

実行に当たっては、活用するデータの種類や活用方法が多岐にわたるため、よ

り慎重な対応が必要となっています。 

東食国保組合は、データごとに取り扱う人の範囲を限定し個人情報の保護に

努め、医療保険者としての社会的責務を果たしてまいります。遵守すべき法令・

ガイドライン等は次の通りです。  
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5. 保健事業実施体制について 

 

（1）事業の外部委託について 

効果的かつ効率的に事業を実施するために、外部の専門事業者を活用しま

す。事業委託先の選定にあたっては、高度な知識・技術の保有状況や実績等を

確認し、決定します。 

外部専門事業者に委託する事業・業務は以下の通りです。 

 

・特定健康診査の受診券及びパンフレット等の封入発送業務 

・特定保健指導の利用券及びパンフレット等の封入発送業務 

・特定健康診査、人間ドック、定期健康診断の実施と健診結果の報告 

・特定保健指導の利用勧奨及び指導の実施 

・特定健康診査・特定保健指導のパンフレット及び未受診者・未利用者への

再勧奨通知の作成業務 

・特定健康診査の結果に基づく個別性の高い情報提供の提供業務 

・糖尿病性腎症重症化予防事業にかかわる業務 

・重複服薬通知およびジェネリック医薬品差額通知対象者の抽出業務 

・ジェネリック医薬品（一部）及び医療費通知の発送業務 

・大腸がん検診検査業務 

・歯科健診業務 

・データヘルス計画に必要なデータ分析  など 

 

（2）組合の事業体制について 

組合本部を台東区寿に置き、都内に５か所の出先事務所（名称：総合事務所）

を配置しています。豊島区東池袋には、保健事業の活動拠点として、東京食品

健康増進センターを常設しています。 

保健事業活動は、組合本部の保健事業部が担当し、事業の推進は各総合事

務所と協力し取り組みます。各地域での保健事業の実施にあたっては、総合事

務所所管地域の地区委員会並びに母体団体（一般社団法人東京都食品衛生協

会）の地域組織と連絡調整し、地域食品界との連携を図り事業展開し、食品界

全体の健康度の底上げに尽力いたします。 
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東京食品販売国民健康保険組合 保健事業部 

〒111-0042 

東京都台東区寿 4-15-7食品衛生センター 

TEL : 03-5828-7192 

 

ホームページ 

https://www.toshoku-kokuho.or.jp/ 

令和６年１０月１日 


